
『公害防止設備に関する税制上の優遇措置を知りたい』 
 

公害防止税制 
                                

   

                                             

 

 
対象となる設備 

平成28年4月1日より平成30年3月31日の間に取得した①～⑦の設備  

①汚水又は廃液処理施設、②指定物質排出抑制施設、③ごみ処理施設 

④一般廃棄物の最終処分場、⑤除害施設、⑥廃PCB廃棄物等処理施設、⑦廃石綿・

石綿含有産業廃棄物溶融施設 
 
 
 

措置の内容 
設備毎に以下の課税標準の特例率が認められます。 

①：1/6以上1/2以下の範囲内において市町村の条例で定める割合（1/3を参酌） 

②：1/3以上2/3以下の範囲内において市町村の条例で定める割合（1/2を参酌） 

③：1/2 

④：2/3 

⑤：2/3以上5/6以下の範囲内において市町村の条例で定める割合（3/4を参酌） 

⑥、⑦：1/3 
 

 
 

手続きの流れ 
固定資産税の課税標準の特例の適用にあたっては、固定資産税の課税標準の特例に係る届けを

各都税事務所及び市町村税務部署に提出することが必要です。 
 
 
 

その他 
減価償却資産の耐用年数等に関する省令別表第5「公害防止用減価償却資産の耐用年数表」

において、構築物は18年、機械及び装置は5年と規定されています。 
 
 
 
 

公害防止用設備について固定資産税の課税標準の特例が認められます。 

お問い合わせ先  
各都道府県主税局、税事務所、各市町村税務部署 
経済産業省環境指導室  TEL：03-3501-4665（直通） 
各経済産業局環境・リサイクル課（巻末お問い合わせ先一覧参照） 

※四国経済産業局は資源エネルギー環境課、沖縄総合事務局は環境資源課 

 

『地域にオフィスを新増設したい』 
地方拠点強化税制 

                                   

                   及び関係法令              
                             

対象となる方  
青色申告書を提出する法人で地域再生法の改正法の施行の日（平成２７年８月１０日）から

平成３０年３月３１日までの間に地域再生法の企業の地方拠点強化に関する計画について認定
を受けた方 

 
措置の内容  

【拡充型】：地方にある企業の本社機能（※）の強化をする場合  
         ※本社機能とは、経営意思決定、経営資源管理（総務、経理、人事等）、各種業務

統括（研究開発、国際事業等）などの事業所をいいます。このため、工場や地域を

管轄する営業所等は含みません。  
＜オフィス減税＞ 

オフィスに係る建物等で、一定規模以上のもの（※1）の取得等をして、その事業の
用に供した場合には、その取得価額の１５％の特別償却とその取得価額の４％の税
額控除（※2）との選択適用ができます。 
※１：建物及びその附属設備並びに構築物の取得価額の合計額が２,０００万円以上（中小企業者

にあっては、１,０００万円以上）のものをいいます。 
※２：企業の地方拠点強化に関する計画認定が平成２９年度の場合は２％の税額控除。 

＜雇用促進税制＞ 
  地方事務所の当期雇用増一人当たり 

（１） 現行の適用要件（※3）を満たす場合 ５０万円を税額控除（※4） 
（２） 現行の適用要件（※3）のうち雇用者増加割合が１０％以上であることとの要

件以外の要件を満たす場合 ２０万円を税額控除（※4） 
※３：現行の雇用促進税制の適用要件は167ページを参照してください。 
※４：法人全体の雇用増を上限とします。 

 
 【移転型】：東京２３区から大都市等以外の地域へ企業の本社機能を移転する場合  

＜オフィス減税＞ 
オフィスに係る建物等で、一定規模以上のもの（上記※1参照）の取得等をして、そ

の事業の用に供した場合には、その取得価額の２５％の特別償却とその取得価額の
７％の税額控除（※5）との選択適用ができます。 
 ※５：企業の地方拠点強化に関する計画認定が平成２９年度の場合は４％の税額控除。  

＜雇用促進税制＞ 
（１） 地方事務所の当期雇用増一人当たり（※6） 

５０万円又は２０万円を税額控除（初年度） 
（２） 東京２３区からの移転者を含む当該地方事務所の増加者一人当たり 

３０万円を（１）に上乗せして税額控除（最大３年間） 
※６：法人全体の雇用増を上限とします。 

 

ご利用方法 
  詳細は、下記までお問い合わせください。 

 

 地方において企業の拠点強化を行った場合に税制上の特例措置を受けることができます。 

お問い合わせ先 

・一般的なご質問について 

経済産業省地域経済産業グループ 立地環境整備課（TEL：03-3501-0645） 
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